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センシング技術の発達に伴い様々なデータの取得，流通が推進されている．一方，スマートシティのように対
象となるデータのドメインや管理主体が多岐にわたる場合，データ形式や粒度の違いから横断的な利用が困難
となる．そこで本研究では，異なるドメインおよび管理主体のデータを横断的に活用するために，既存標準や
OSSを活用したデータ集約の実現と，第三者が使いやすい形で流通させる手法を提案する．提案手法では，ド
メインごとのデータモデル定義およびドメイン横断で利用する共通マスタ定義を用意し，共通のエンドポイン
トから統一的に参照可能とすることで，データ変換の手間を低減しつつ使い勝手の良いデータ流通を実現する．
スマートシティ上でのモビリティサービスを想定し，提案手法を用いたサンプルを実装した結果，利用者側か
らの容易なデータ流通が確認できた．
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1. はじめに

(1) 背景
ICT およびセンシング技術の発達により，様々な情

報が計測されデータとして流通するようになっている．
例えば，CAN（Controller Area Network）データと呼ば
れる車両のドアの開閉や速度，位置等によるデータや，
ウェアラブルデバイス等を通じて収集される個人の心拍
数や加速度，位置のデータ等，対象は多岐に渡る．デー
タ活用の観点では取得可能なデータ数の増加は歓迎さ
れる一方，データの管理，流通の観点で新たな課題が
生じる．一企業が提供するサービスであれば，自社で
データ定義や ID体系を独自定義した上で流通させるこ
とが可能であった．しかし，複数のステークホルダー
が参画する，例えばスマートシティのようなケースで
は，各ステークホルダーが独自に保持するデータを収
集し，横断的に利用可能なように関連付けた上で流通
させる必要がある．
ここではスマートシティ内を運行するモビリティサー

ビスを例に考える．モビリティサービスの運行にはそ
の都市内の道路や路線の情報だけでなく，物理的，法的
な規制による恒常的な通行可否，事故による一時的な

規制情報等といった情報が必要となる．これらの情報
は，日本においては道路情報は OpenStreetMap1等の地
図データやDRM（Digital Road Map）2から，一時的な
規制情報に関しては JARTIC3 が提供しているため，各
提供者から個別に取得する必要がある．これら提供元
の異なるデータを取得後，利活用に向けて統合する際
は以下のような問題が発生しうる．

問題 1. データ項目の不一致
問題 2. マスタ体系の不一致
問題 3. 利用プロトコルの不一致

データ項目の不一致は，各データが持つ各項目の命名
や意味が提供元に異なる問題である．例えば，同じ道
路の長さを持つデータ項目でも，“length”や “distance”
等が考えられ，命名が同じだった場合でもキロメート
ルかメートルか等，意味合いが異なる場合がある．各
データはデータの提供元が本来の目的に最も都合の良
い形式で保持されるため，異なる目的のデータを統合
する場合にこのような問題が生じやすい．マスタ体系
に関しても同様であり，国道か私道の識別をする場合
に，数字の IDで保持するか，自然言語で所持するか等，
様々なケースが存在する．さらに，これらのデータは，
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提供元が REST APIでの提供であったり，フォーマット
が JSONや CSV等，様々な形式で保持，提供されてお
り，データを利用するためのプロトコルを統一する必要
がある．統合が必要なデータが数種類かつ一時的であ
れば一定回数の変換のみで大きな問題にはならないが，
データの種類数が増加した場合や，継続的な変換が必
要である場合，あるいはデータ形式が途中で変化しう
る場合には都度変換する方式は非現実的になる．また，
データの提供元が異なるドメイン，例えばナビデータ
と建築データを統合する場合，利用されるデータ形式
の違いや利用目的の違いもあり，データ統合はさらに
困難になる．

(2) 目的
本研究では，前述の課題に対応するため，複数のス

テークホルダーがそれぞれ個別に管理しているデータ
群を横断的に活用する仕組みと必要な基盤を検討する．
このような課題への対応として，都市 OSと呼ばれる
スマートシティ向けプラットフォームの一つである FI-
WARE1)はSmart Data Models2)としてスマートシティを
はじめとした複数の分野で利用可能なデータモデルを定
義している．Smart Data Modelは実際のスマートシティ
や関連プロジェクトで実際に利用されたデータモデル
を採用しており，現在も拡大を続けている．Smart Data
Models では NGSI（Next Generation Service Interface）
3) およびそれを Linked Data形式に拡張した NGSI-LD
が採用されており，当該データモデル，形式を採用す
ればプラットフォーム間のデータ流通が容易になるこ
とが期待される．他方，現状においては都市内のデー
タを表現するために十分なモデルが定義されておらず，
またマスタ体系も統一されていない．
そこで本研究では，単一のデータモデルに依存する

のではなく，複数のデータモデルや標準を活用してデー
タ流通を促進する仕組みを提案する．提案する仕組み
では以下の 3点を要件とする．

要件 1. ドメイン単位のデータモデル
要件 2. ドメイン横断で共通参照可能なマスタ体系
要件 3. 全ドメインに対する単一のエンドポイント

単一のデータモデルですべてを表現することはせず，一
定のドメインという単位でデータモデルを規定した上
で，ドメイン間のデータ流通，共通のマスタ体系を提
供する．これにより，単一のデータモデルを強制的に
適用するのではなく，既存のデファクト，デジュールを
流用しつつも，利用者側での変換の手間を低減するこ
とを目指す．また，それらを単一のエンドポイントで
提供することで，異なるデータモデルに起因するデー
タのサイロ化を防ぐ．本稿では，特に以下の 2点につ

いて述べる．
• ドメイン単位でのデータ管理，流通のコンセプト
提案およびサンプル実装

• 上記サンプル実装を用いた提案手法の評価

2. 関連研究

(1) データモデルを取り巻く状況
様々な情報を単一の仕組みで扱う方法として，前述
したように単一のデータモデルで必要な事象を表現す
る方法が挙げられる．モビリティサービスが関係する
データモデルの例を表-1に示す．例えば地理情報で言
えば ShapeやGMLがそれぞれデファクト，デジュール
であったり，モビリティではGTFSをベースとして様々
な派生が定義されている．これらのモデルは，特定の
モデルが他のモデルの上位互換となっていることは無
く，特定の目的にフォーカスされていることが多い．例
えばGeoJSONは高さに関する情報を持つことはできる
が，建築物の構造や設備などの設計情報の表現は不向
きである．他方，IFCで表現される建築情報等は建築物
の構造や設計を詳細に表現することに適してはいるが，
地図上で他の地理空間情報を重畳し俯瞰的に分析する
用途には不向きである．
目的ごとに定義されたデータモデルと異なり，多目的

で活用可能を目指すモデルとしてFIWAREのSmart Data
Modelsや Schema.orgが存在する．Smart Data Models
は名前が表すように Smart X（City，Building等）での
データ流通促進を目的として，Schema.orgはインター
ネット上のコンテンツに対する “語彙”として定義され
ている．一方で，多目的を目指す汎用的なモデルは特
定の目的向けに特化したモデルと比較した場合に，活
用の利便性やカバレッジの観点で不足しがちである．
上記のように，目的別や対象物によってそれぞれデー
タモデルが定義されており，複数の “標準”が乱立して
いる状況と言える4)．一方で，本来ドメイン固有に存在
する目的に沿ってデータモデルは定義されることが多
いため，単一のデータモデルが多くのドメインをカバー
するような状況は考えづらい．そこで，データモデル
の統一や無理な適用は避け，複数のデータモデルの活
用を考える必要がある．

(2) 相互運用を目指したプラットフォーム
いくつかの分野で分野内の相互運用を目指したプラッ
トフォームが提案されている．例えば，日本の防災分
野においては，各自治体のデータを統合，活用するた
めの SIP4D17)というデータ流通基盤が運用されている．
SIP4Dでは，自治体がそれぞれ収集，管理している避難
所の情報や被災情報等に対し，データ形式の変換，メッ
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表-1 モビリティが関係する各ドメインごとの代表的なデータ
モデル

ドメイン データモデル名
地理情報 GML5)，GeoJSON6)，Shape7)

空間情報 GML5)，CityGML8)，IndoorGML9)

建築物 IFC10)，RealEstateCore11)，BRICK12)

モビリティ GTFS13)，GBFS14)，Transdatamodel15)

多目的 Smart Data Models2)，Schema.org16)

シュ付与等の共通処理を施した上で，ダッシュボード等
からの一元的な利用を実現している．また，IoTのデー
タ流通に対しては，Fed4IoTプロジェクト 4で作成され
た VirIoT18)がデータ流通を実現するプラットフォーム
として挙げられる．VirIoTでは，多種多様な IoTから
送信されたデータを集約し，NGSI-LDのフォーマット
で流通させることが可能になる．
これらのプラットフォームは防災や IoTといった特

定の用途，ドメインに特化することでデータ流通を実
現している．一方で，本研究で課題としているような
ドメイン間をまたいだデータ流通は対象としていない．
本研究では，このような相互運用を目指したプラット
フォームの考え方と前述のデータモデルを組み合わせ，
ドメインごとには固有のデータモデルを，ドメイン間
は別の相互運用の仕組みを用意する．

3. 提案手法

(1) 概要
提案する方式の概要を図-1に示す．ドメインは単一

のデータモデルを保持する最小単位とし，各データソー
スは何かしらのドメインに所属する．例えば，図中右側
で定義された地理情報は道路や関連した情報を保持す
るドメインであり，それらを単一のデータモデル（e.g.,
NGSI-LD，EUROTL）で保管する．各ドメインは横断
処理用の APIと固有処理用の APIをそれぞれ備える．
ドメイン横断での利用とドメイン固有の処理を可能に
する．また，各ドメイン間でのマスタの不一致が生じな
いよう，共通マスタとして URIにより定義されたデー
タ群を備える．
上記の仕組みにより前述の各要件を満たす機能を提

供する．以下，各要件ごとに備える機能を詳述する．

(2) ドメイン単位のデータモデル
提案手法では，ドメイン単位で単一のデータモデル

を定義し，当該データモデルに情報を集約する．一般
的に，地理情報であれば空間演算，ビル等の建築物で
あれば構造計算等，ドメインごとに固有の処理が存在

図-1 提案コンセプトの概要

する．ドメインをまたいだ互換性に偏重し，そのよう
な固有の処理が高コストあるいは不可能になることは
避ける必要がある．そこで，提案手法では，そのよう
な固有の処理が必要な単位をドメインとし，当該ドメ
イン内ではデータモデルを統一する．これにより対象
ドメイン内で個別定義されたデータ群の管理を容易に
しつつ，ドメイン固有の処理を実施可能にする．ただ
し，データモデルの選定時には，単一のエンドポイン
トにて参照可能にできるよう，Linked Dataとして参照
可能な形式（JSON-LD等）か，当該型式へ変換が可能
なモデルのみ扱う．

(3) ドメイン横断で共通参照可能なマスタ体系
ドメイン単位でデータモデルが統一されたとしても，
マスタが異なってしまっては各データが関連づいたと
は言えない．例えば，道路の片道通行という事象を表現
しようとした場合に，あるデータモデルでは事前定義
されたコード（e.g., OW）で，他方では自然言語（e.g.,
One Way）で表現される可能性がある．結果として，本
来同様のことが表現され，また相互運用で同じ対象を
抽出可能なはずなのに，データの解釈ができず同じ処
理が不可能になる．少量のデータであれば，コードや
表現の対応表を作成して対応可能であるが，量の増加，
範囲の拡大に伴い管理が対応表の作成は指数関数的に
必要工数が増加する．
そこで，本提案では，すべてのデータモデルから同一
のマスタ体系を URIにて参照する方式を採用する．同
様の考え方として，公的機関が整備する信頼性の高い
再利用可能な基礎情報であるベースレジストリが挙げ
られる（日本の IMI語彙基盤 5 や欧州の Joinup6 等）．
ただし，公的機関が整備するベースレジストリは都市
や地域固有の詳細なコードやマスタといった点は含ま
れていない．そこで，本研究で扱う共通マスタは，URI
形式で参照可能な統一的なコードやその表現を規定す
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表-2 サンプル実装で利用したデータおよび変換先データモデル

データ名 取得元 元のデータ形式 変換先（モデルクラス名）
道路 OpenStreetMap OSM (XML) Transportation.Road

Transportation.RoadSegment
Transportation.TransportStation

交通規制 JARTIC CSV, PDF Transportation.RestrictedTrafficArea
工事 国土交通省近畿地方整備局 JSON Transportation.CityWork

近畿地方道路情報提供システム
事故 警察庁交通事故統計情報 CSV Transportation.RoadAccident
バス 兵庫県バス路線情報 GTFS UrbanMobility内の GTFSモデル群
天候 気象庁 JSON PointOfInterest.PointOfInterest

Weather.WeatherObserved

る．これらのコードはドメインの各データモデルに依
存しない表現であり，必要に応じてデータモデル内の
語彙との関係性を定義する．これにより，ドメインを
またいだ場合でも同一の対象物を同一の方法で表現可
能になる．

(4) 全ドメインに対する単一のエンドポイント
ドメイン単位で個別のデータモデルを採用する場合，

ドメインをまたいだ処理を実施する際に何かしらの仕
組みまたは変換が必要となる．一方で，利用者側が各ド
メインに個別の問い合わせをする必要がある場合，実
質的にサイロ化したデータ群と変わらない．そこで，ド
メインをまたいだ横断処理に対し，単一のエンドポイ
ントで実施可能な仕組みを用意する必要がある．
このようなエンドポイントを提供する仕組みとして

は，Linked Dataに対するクエリ言語である SPARQL7

が挙げられる．SPARQLは Linked Dataを表現するため
の RDFに対し，様々な処理を実施するクエリ言語だが，
複数のエンドポイントに対する Federated Queryが発行
可能な仕組みを持つ 8．そこで本提案では，各ドメイン
ごとに Linked Data形式のエンドポイントを定義した上
で，当該エンドポイント群に対して Federated Queryを
発行する単一のエンドポイントを用意する．これによ
り，利用者側は内部に存在する複数のドメインを意識
することなく，横断的な処理が可能になる．

4. データモデルに関するサンプル実装

(1) 概要
提案手法を実装した場合に生じる課題を把握するた

め，データモデル部分を中心にサンプルを実装した．サ
ンプル実装では，提供元が異なる複数のデータソース
をモビリティサービスで利用するユースケースを想定
した．モビリティサービスを実現する場合，ある地点間

の移動に関する情報を正確に把握する必要がある．す
なわち，ある地点から別の地点に移動する際の経路，お
よびその経路の利用可否，現状での規制等を取得する必
要がある．他方，道路や交通規制といった情報は，様々
なデータホルダーが独自のデータ形式で保持している
ため，提案手法を用いて複数種類のデータを一元的に
扱えるように管理する．

(2) 利用データ
表-2に，本実装で利用したデータを示す．本実装で
はモビリティサービスでの利用をユースケースとして
いるため，道路および交通規制，追加の規制となりう
る工事，事故情報，天候，ほかサービスとなるバスの
路線情報を対象データに含めた．なお，これらのデー
タは対象となる地域によって取得の量や粒度が異なる．
本実装では，各データの量の観点から，2022年 2月時
点での兵庫県神戸市周辺のデータを利用した．
表-2記載の通り，対象のデータは独自定義のXMLや

CSV，JSONで提供されており，共通的な処理を実施す
るためにはデータ変換が必要になる．本実装ではこれら
のデータを，Smart Data Modelsで定義されたデータモ
デル 9 に準じて NGSI-LD形式に変換した．Smart Data
Modelsはモデル内の各クラス（以降，モデルクラスと
呼ぶ）で Transportationや UrbanMobility等の表現があ
り，本ユースケースとの親和性が高い．一方で，本実装
ではNGSI-LDに準じた独自モデルクラスを定義するこ
とはせず，可能な限り Smart Data Modelsに定義された
モデルクラスのみを用いた．これは，NGSI-LDでデー
タ流通が確保されたとしても，独自モデルクラスが存
在することでデータのかけあわせや比較が困難になる
ことを避けるためである．
各データに対する変換先のモデルクラスは，単一の
モデルクラスの場合もあれば複数のモデルクラスの組
み合わせの場合もありうる．例えば，道路情報を変換し
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// Transportation.RoadSegment
{
"@context": [
"https://smartdatamodels.org/context.

jsonld",
"https://uri.etsi.org/ngsi-ld/v1/ngsi-

ld-core-context.jsonld"
],
"type": "RoadSegment",
"id": "urn:ngsi-ld:RoadSegment

:675980797",
"location": {
"type": "LineString",
"coordinates": [
[
135.03359735012054,
34.65266643115983

],
// omit rest of coordinates for

readability

]
},
"category": [],
"refRoad": {"@id": "urn:ngsi-ld:Road

:675980797"},
"startKilometer": 0,
"endKilometer": 0.064,
"length": 0.064,
"startPoint": {
"type": "Point",
"coordinates": [
135.03360160000003,
34.652664300000005

]
},
"endPoint": {
"type": "Point",
"coordinates": [135.0335028,

34.6521106]
}

}

図-2 RoadSegmentモデルでのデータ例

た例を図-2，図-3に示す．Transportation.RoadSegment
は道路の地理的な情報（始点，終点等）を含むが，道路
の種別（高速道路，一般道等）の情報を持っていないた
め，Transportation.Roadを組みわせる必要がある．各モ
デルの中でそれぞれ refRoadSegment，refRoadのような
形で相互参照しており，道路という情報を 2つのモデル
クラスで表現している．また，各モデルの location属性
でGeoJSON互換の情報を保持しているため，GeoJSON
としての処理が必要な場合は当該属性を利用すること

// Transportation.Road
{
"@context": [
"https://smartdatamodels.org/context.

jsonld",
"https://uri.etsi.org/ngsi-ld/v1/ngsi-

ld-core-context.jsonld"
],
"type": "Road",
"id": "urn:ngsi-ld:Road:675980797",
"roadClass": "residential",
"refRoadSegment": {
"@id": "urn:ngsi-ld:RoadSegment

:675980797"
}
"length": 0.064

}

図-3 Roadモデルでのデータ例

となる．
なお，道路データを扱う場合はノードとリンクによっ
て構成されたネットワークとして扱うことが多い．一
方で，Smart Data Modelsではリンクに相当する Trans-
portation.RoadSegmentは存在するものの，ノードに相
当するモデルが存在しない．これは，現行のモデルク
ラスが可視化等での利用が中心であり，経路検索等の
道路ネットワークが必要なユースケースが多くないた
めと考えられる．そこで本研究では，ノードに相当す
るモデルクラスとして鉄道やバスの駅，停留所を表現
する Transportation.TransportStationで代用した．

(3) 構築結果および評価観点
図-4に今回利用したデータ群の可視化結果を示す．地
図上に道路や規制情報をマッピングしており，任意の 2
点を指定すると経路探索が実行される．経路探索の結
果は図中の水色の線で表現されており，経路上の高低
差や関連する事故情報等を図の下部に表示している．
また，本サンプル実装を用いて以下の観点から提案
手法を評価した．

評価観点 1 ドメイン内の各データを単一のデータモデ
ルで表現可能か

評価観点 2 ドメイン内のデータに対しドメイン固有の
処理が可能か

本サンプル実装ではデータモデル部分にフォーカスし
ているため，当該部分が関係する機能の評価となる．
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図-4 構築したサービスにおける経路探索の例

表-3 データソースおよび各モデルクラスのデータ属性数（括
弧内の数字は必須の属性数）

データ名 データ モデル
ソース クラス

道路（Road） 3 + tags (2) 21 (4)
道路（RoadSegment） 3 + tags (2) 34 (7)
道路（TransportStation） 4 + tags (3) 32 (7)

交通規制 224 (-) 23 (2)
工事 15 (-) 61 (3)
事故 58 (-) 38 (3)
バス 17 (5) 13 (-)

天候（PointOfInterest） 9 (9) 21 (4)
天候（WeatherObserved） 20 (9) 43 (4)

a) 評価観点 1:ドメイン内の各データを単一のデータ
モデルで表現可能か
図-4の経路探索の可視化のように，地図上へ各項目

をマッピングすることは可能であったことから，地理
空間のマッピングに必要な最低限の情報は表現できて
いると言える．そこで，以下ではそれ以外の情報の表
現について検証する．
表-3にデータソースと表-2記載のモデルクラスそれ

ぞれの属性数および必須属性数を示す．表-3より，交通
規制，事故，バス以外は変換先属性数が上回っており，
記載可能な情報量が多いことが伺える．一方で，道路に
着目した場合，OSMでは自由定義可能なタグを任意の
数設定できるため，必ずしもモデルクラスがそれらの
情報をすべて表現できるとは限らない．例えば，OSM

図-5 道路と交通規制を変換した際のデータソース，モデルク
ラスの関係性

の道路情報には bridge，tunnelといった道路の構造や，
立体交差状況を指す layer，道路の地上，地下，水上と
いったロケーションを指す locationといったタグを指定
できるが，これらは Roadあるいは RoadSegmentに対
応するものが無いため，変換時に情報が欠落すること
となる．
モデルクラスの方が柔軟な例としては，交通規制情
報が挙げられる．交通規制情報のデータソースは固定
長の CSVで記述されており，タグ等による自由記述の
余地は無い．一方，モデルクラス側は規制の内容をリ
ンクで表現する形式となっており，リンク先が情報を
追加して様々な情報を表現可能である．
以上のように，緯度経度等の地理情報として最低限
必要な情報の表現は可能な一方で，属性の欠落は生じ
ていることが示された．
b) 評価観点 2:ドメイン内のデータに対しドメイン固
有の処理が可能か
本評価では，ドメイン固有処理として経路探索を対
象とした．事故や規制を考慮しない単純な経路探索自
体は，図-4で示したように道路の GeoJSONから実現
可能であった．単純な経路以外の情報，すなわち経路
上の規制情報や事故情報は，NGSI-LD，GeoJSONとも
に道路へのリンクがされているわけではないため，緯
度経度で重畳する必要があった．図-5に道路情報と交
通規制を変換した際の関係性を示す．図-5より，OSM
の道路，JARTICの交通規制それぞれはモデルクラス間
で相互参照できているものの，規制情報と道路が紐付
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いていないことがわかる．そのため，利用側において
経路探索で得られた経路上の近傍 10m以内のデータを
抽出することでデータの紐付けを実施している．この
ようなモデルクラス間の参照関係の欠如は可視化や大
域的な分析においては特に問題にはならないが，道路
が密集している地点において詳細な分析や処理を実行
する場合，緯度経度での紐付けは正確性を欠く可能性
がある．
直接的な参照関係が無い場合におけるマッチングは，

元のデータソースが異なる場合は一般的には解決が困
難である．今回のような緯度経度でのマッチングの場
合，マップマッチング19) と呼ばれる推定技術が存在す
るものの，あくまで推定であるため確実な関連付けを
保証することは不可能である．モデルクラスへの変換
前にマッチングが不要であれば，すなわち今回のよう
にデータの利用側が推定処理を実施するのであれば自
身で手法を選択し，かつ誤差や限界を把握できるため
大きな問題とはならないが，モデルクラスへの変換時
にマッチングが必要な場合は注意が必要となる．モデ
ルクラス間の参照関係を作るために推定が必要な場合
（e.g.,道路と建物の接続関係等），推定情報であること
の明示や推定精度を併記することが望ましいが，推定
に関する情報自体が手法，精度，単位，利用データ等，
多岐に渡るため，現状のモデルクラスではすべての情
報を保持することは困難である．
以上のことから，ドメイン固有の処理自体は可能で

ある一方で，複数のデータソースのマッチングが課題
となることが示された．本課題は提案手法の説明で述
べた共通マスタを導入することで一定の解決を得られ
ると考えられるため，同要素を追加した上での検証が
必要となる．

5. 考察

(1) 提案手法の適用限界について
以下，本手法およびサンプル実装によって得られた

知見の適用可能範囲を述べ，その後に評価結果から得
られた個別課題への対応について述べる．
まず，本手法で考えるドメインは単一のデータモデ

ルを保持する最小単位としている．既存のデータモデ
ルは対象とする事象は様々あるものの，何かしらの固有
処理が必要な単位で作成されているケースが多い．す
なわち，GeoJSONでは空間に対する演算を IFCでは建
築物の構造計算を実行できるよう定義されている．多
くのドメインで様々なデータモデルが乱立しているが，
いずれかの利用の選定と，NGSI-LDのような流通方式
の策定自体は可能である．一方で，以下のような点は
現状では十分な検討ができていない．

1. データモデルが存在しない事象の扱い
2. データ流通に不向きなデータ形式（画像，音声等）
の扱い

3. 処理速度や可用性等の運用上の構成
上記の中で，1および 2は対象とするユースケースを拡
大していくことで順次検証していく必要がある．一方
で 3に関しては，サンプル実装において表示用にタイ
ルベースのデータに再変換したように，ドメイン内，ド
メイン間両方で様々な対策が取りうる．また，FIWARE
が採用する Orion等，NGSI-LDを高可用で運用するた
めの OSS等が存在するため，喫緊の課題とはならいと
考えられる．

(2) 個別課題への対応
a) データモデル変換時の情報欠落
データ流通の目的であるデータの利活用だけでなく，
法令遵守や特定の情報の保護を考えた場合，情報の欠
落自体は許容されるケースがある．例えば，ステーク
ホルダーの機密や個人情報といったデータソースには
含まれていても流通は限定的に扱われるデータが存在
する．これらのデータは一般的には，完全に秘匿する
か，あるいは暗号化された状態20) や匿名加工された状
態21) で流通させることが望ましい．一方で，対象のド
メインで必須とされるような情報が欠落することはド
メイン固有の処理の観点から望ましくない．
上記ケースおよび本研究で想定するドメイン単位の

処理を考えた場合，ドメイン内で利用されるデータモ
デルはドメイン内のデータソースのすべての属性を保
持する必要はなく，ドメイン固有の処理で必要とされ
る最低限の属性のみ保持する，という方式が考えられ
る．当該方式であれば，既存のデータモデル群が固有
の処理を可能にする目的もあることから実現は容易で
ある．ただし，単純に情報を欠落させたまま流通を実
施した場合，利用者側からは情報がそもそも存在しな
いのか，あるいは何かしらの事情で欠損あるいは加工
されているのかが区別がつかず，データ利活用の障害
となりうる．人工知能や機械学習の分野では，データ
の取り扱いに関しては，Accountability，Transparency22)

が重要だとされており，例えば利活用するデータに対
しては入手方法や加工方法を開示する方式が提案され
ている23)．データ流通が実現した後は機械学習での活
用等もみこまれるため，データカタログ 10 や各モデル
クラスのリンクとして情報を開示していくことが重要
になると考えられる．
b) 異なるデータソースのマッチング
異なるデータソースのマッチングは，様々なケース

で課題になりうる．推定によるデータの紐付けの例と
しては，前述のような緯度経度によるマップマッチン
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グだけでなく，監視カメラで撮影された画像から車両
の位置や状況を取得したり，人のライフログから行動
を推定して他のデータと紐付ける等，様々な状況で生
じうる．また，推定が必要な複雑な例でなくとも，製
品の統廃合によって製品コードを名寄せする必要性が
生じたりする．
上記課題の中で，マスターコードのような問題は共

通マスタの管理およびポリシーによる内容の更新，利
用の義務化等で対応が可能と考えられる．一方で，推定
は手法ごとに様々な結果が存在したり，推定に使ったモ
デルの差異等もあるため，共通マスタへマスタとなる
情報を登録する方式では対応が困難である．前述した
データカタログやリンクを用いてデータがどのように
生成されたかを開示することが必要になる．また，推
定の方式自体を利用者側が指定または作成することが
望ましいケースも考えられるため，データそのものの
流通だけでなく，データホルダーと利用者を結びつけ
るマッチングプラットフォームのような機能24) が重要
になると考えられる．

6. まとめ

本研究では，複数のステークホルダーがそれぞれ個
別に管理しているデータ群を横断的に活用する仕組み
を提案した．当該仕組みでは，ドメイン単位で利用する
データモデルを定義し，ドメイン内でのドメイン固有処
理の実現とドメイン間のデータ流通を実現する．また，
各ドメインで共通して参照される共通マスタを用意す
ることで，ドメイン間での語彙の差異を吸収する．モビ
リティサービスをユースケースとして有効性を評価し
た結果，提案した仕組みによりドメイン内での固有処
理の利便性を維持しながらデータ流通が可能なことが
示唆された．一方で，データ項目の欠損や異なるデー
タソースのマッチングに課題があることが示された．
今後の課題としては，本稿の評価結果で挙げた課題

に加えて，ドメイン追加による追加評価および加工済
みデータの取扱が挙げられる．今回評価したモビリティ
だけでなく，オンラインサービスやスマートホーム等，
社会には様々なドメインが存在するため，それらのド
メインを定義，追加した場合の提案手法が有効かどう
かを評価する必要がある．また，本稿の評価では加工
前のデータを取り扱っているが，実際のシステムでは
規約や個人情報保護の都合で加工済みであったり，統
計化された状態のみ流通するデータも存在する．その
ようなデータ群をどのようなデータモデルで扱い，流
通させるかは規約整備やコンプライアンスの観点で重
要な課題となるため，技術面，ルール面両方で検討し
ていく必要がある．

Notes
1https://www.openstreetmap.org/
2https://www.drm.jp/
3https://www.jartic.or.jp/
4https://fed4iot.org/
5https://imi.go.jp/goi/
6https://joinup.ec.europa.eu/
7https://www.w3.org/TR/sparql11-overview/
8https://www.w3.org/TR/sparql11-federated-query/
92022年 2月時点で公開されていた定義を利用

10 例えば CKAN（https://ckan.org/）等．
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Multi-Domain Data Interoperability Mechanism Study Based On Mobility Service
Usecase

Yukihisa FUJITA, Yuzo MATSUZAWA, Yoichi TAKAHASHI, Masahiro KUWAHARA

With the advance of sensing technologies, various kinds of data are collected and exchanged. When
there are various data domains and/or multiple stakeholders, like smart cities, data utilization becomes
difficult due to the differences of data format and data granularity. To mitigate such situation, this research
proposes a data platform focusing on data interoperability by leveraging OSS and defacto/dejure standards.
The proposed method uses data models defined for each data domain and common master data, and they
can be accessed through single endpoint. Sample implementation of mobility services usecase implies the
proposed method can provide easy data extraction from user perspective.
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